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日本国憲法の正体と改憲
―条文・論理解釈を超えて
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1．はじめに

　ウクライナ戦争，第四次台湾海峡危機と，2022 年の国際情勢は風雲急を
告げ，第三次世界大戦の可能性すら排除できない状態に陥っている。そう
した中，我が国は核兵器を保有するロシア，中国そして北朝鮮の敵対的な
軍事力と直接対峙している。こうした状況は，武力を恃んで西洋列強主導
による国際関係の現状打破に失敗した日本がアジアに強大な安全保障上の
軍事的脅威が存在しないことを前提に，敗戦後に従属的平和志向（pacifism）
に徹し，軍備を待たず，国策として軍事力の行使や軍事的威嚇さえしなけ
れば，国際の平和と安全は保障できるとの想定を無効にしてしまった

（ 1 ）

。
　この未曽有の危機を乗り越えるには，相当な政治手腕と複雑な手続きを
要する改憲ではなく，早急に現憲法第 9 条 2 項を削除すれば，概ね十分の
ように思える。第 9 条 1 項は，戦争を違法化した普遍的な不戦条約（日本，
1929 年批准）の内容とほぼ同じであるし，現下の厳しい国際情勢に鑑みる
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と極めて非現実的で理想主義に過ぎる前文も，防衛力の保持や行使に具体
的な制約を直接課すものではないから，等閑視してもよいだろう。他方，
同条 2 項は「陸海空軍その他の戦力は，これを保持しない。国の交戦権は，
これを認めない」と規定していることから，日本が個別的自衛権に基づい
て必要な軍隊と保有し，軍事力を行使する具体的な根拠を封じている。
　ところが，憲法改正は，衆参両院各々での総議員の三分の二以上による
発議と，国民投票による過半数の同意を必要とする極めて高い手続上の障
壁があり（第 96 条），到底，現在の危機への対処に間に合わないのではな
いかと危惧される。さらに言えば，その背景には，急激な国際安全保障環
境の悪化にも拘わらず，占領中に成立・発効した現憲法が依然として広く
国民に受容されている点にある

（ 2 ）

。
　そこで，本稿では，改憲が極めて困難である原因をできるだけ客観的に
把握した上で，今後を展望し，如何に対処すべきかを考える。

2．日本国憲法は実質的に講和条約である

　従来の改憲論議では，強力な現憲法無効論が展開されてきた
（ 3 ）

。国際法的
な観点からは，占領中の旧憲法から新憲法への全面改憲，つまり，実質
的な新憲法制定はいくら旧憲法の規定する改正手続によりなされたとはい
え，ハーグ陸戦法規に違反して無効だとの主張がなされてきた。また，一
般に憲法改正によって根本規範を変更することはできないから，天皇主権
から国民主権へ移行する改憲は無効であるとの主張もなされた。しかし，
ハーグ陸戦法規が一般法であるとすれば，ポツダム宣言は日本が自らの自
由意思で受諾した特別法となり，新憲法制定には前者ではなく，後者が適
用される

（ 4 ）

。さらに，昭和天皇が玉音放送で「國體ヲ護持シ得テ」，ポツダ
ム宣言を受諾した旨述べたように

（ 5 ）

，実際，新憲法下でも世襲の天皇制は維
持され，象徴天皇制になっても様々な国事行為等に英国の国王大権に類似
した潜在的な天皇大権が見出される

（ 6 ）

。
　このように，新憲法は一応有効に成立したと考えられるが

（ 7 ）

，第 98 条に
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則り講和条約を締結した点は，釈然とせず，高い違憲性の疑義がある。第
9 条 1 項は，「国権の発動たる戦争」を放棄し，同条 2 項は交戦権を認めて
いない。国際法上，交戦権に必ずしも確立した定義があるわけではないが，
一般的には，防衛省ホームページにあるように，「戦いを交える権利とい
う意味ではなく，交戦国が国際法上有する種々の権利の総称であって，相
手国兵力の殺傷と破壊，相手国の領土の占領などの権能を含む

（ 8 ）

」と言える
であろう。さらに，伝統的な国権の発動たる戦争を禁止した国連憲章の成
立前に開始した戦争に関しては，国家の法律行為としての戦争は，宣戦布
告（或いは最後通牒の条件充足）→戦闘行為→停戦協定締結→講和条約締
結のプロセスを踏むことになる。したがって，論理的には，戦争を始める
行為だけでなく，戦争を終結させる行為も交戦権の行使となる。とすれば，
我が国によるサンフランシスコ講和条約締結の根拠は，交戦権の保有・行
使を認めない新憲法には存在せず（第 9 条 2 項），旧憲法の天皇の講和大
権（第 13 条）に求めざるを得ない

（ 9 ）

。
　この解釈は現在の我が国憲法学が看過してきた論点であり，主流派から
すれば異端・異説に分類されるであろう。しかし，ソ連との戦争状態に対
する終止符が漸く日ソ共同宣言（名称に拘わらず，条約）の発効によって
打たれたことに鑑みれば，この解釈に違和感はないだろう。つまり，新憲
法下でも同共同宣言の発効日前日の昭和 31 年 12 月 11 日迄，ソ連との戦
争（正確には，法的な戦争状態）は継続していたことになり，同宣言締結
の根拠は旧憲法第 13 条に求めざるを得ない。
　こうした矛盾はいかに新憲法の内在的論理に条文・論理解釈を積み重ね
たところで，解消しそうにない。それは，以下で考察するように，日本の
降伏文書が従来の国際法の慣行から逸脱した包括的講和予備条項付の休戦
協定であった点を理解することによってのみ克服できる。
　そもそも，伝統的な戦争の終結は，戦闘における勝敗の帰趨を踏まえ
て，先ず当事国の軍隊間で停戦・休戦協定を結び，その後，当事国政府間
の講和会議を通して賠償金の支払いや領土の割譲など動産・不動産の移譲
条件に合意した上で，それを講和条約締結によって決定することで成立し
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た。しかし，先の大戦では，米国主導の連合国は，そうした定石に従わず，
日本の降伏文書に軍事的条件だけではなく，日本全土の占領と国内政治レ
ジームの根本的変更を含む包括的な講和予備条項の無条件受諾を要求し，
講和条件の実質的交渉を許さなかった。確かに，そうした方式は形式的に
は双方に権利義務を課す相互契約であったという意味で合法ではあるが，
占領中になされた改憲の本質や性格について，今日に至るまで深刻な誤解
を定着させることとなった。
　つまり，新憲法は形式的には旧憲法の改正手続に従って成立したが，実
質的には講和条約の一部であると解するのが妥当である。確かに，日本政
府が講和予備条項を満たせば，連合国による軍事占領は終了し，日本は再
独立できることとなっていたが，その判定は完全に連合国の裁量に任され
ており，実質上，日本が連合国の指示した改憲を丸呑みしなければ，日本
がその再独立を達成することはできなかった。また，同じ理由により，サ
ンフランシスコ講和条約だけでなく，それと同時に締結された旧日米安保
条約も実質的に講和条約を構成していると考えねばならない。
　この理解は突飛に思えるかもしれないが，国際慣習法に合致する。実際，
条約に関する国際慣習法を法典化したウィーン条約法条約によれば，条約
とは「国の間において文書の形式により締結され，国際法によって規律さ
れる国際的な合意」であり，「単一の文書によるものであるか関連する二
以上の文書によるものであるかを問わず，また，名称のいかんを問わない」
としている（第 2 条〈a〉）。したがって，日本国憲法の中で，通常，憲法
に規定されるべき国家の統治権や統治作用に関する諸事項に含まれない部
分

（10）

，つまり国際政治観や国際秩序に関する規定（前文）と軍隊と交戦権の
不保持の関する条項（第 9 条 2 項）は，敗戦→占領→再独立の過程でサン
フランシスコ講和条約と旧日米安保条約と一体となっていることを踏まえ
ると，三つ合わせて全体として広義の講和条約を構成していると考えねば
ならないだろう。とすれば，今日迄，圧倒的多数の日本国民は本質的に講
和条約の一部である新憲法（典）を，その名称故に正真正銘の憲法と思い
込んで来たと言えるだろう。



日本国憲法の正体と改憲　　5

3．依然，日本は米国による実質的な保障占領の状態にある

　果たして，再独立後の日本は完全な主権を回復できたであろうか。旧日
米安保条約（1952 年発効）は冷戦，特に朝鮮戦争に対応するために必要で
あったとはいえ，在日米軍に日本防衛の義務を課さず，従前の占領軍が同
条約を根拠に名称を変えてほぼそのまま駐留し続けたため，我が国が実質
的に主権を回復できたとは言い難い。この点，改定後の新安保条約（1960
年発効）は，日米間に相互防衛義務を課すことはなかったが，米国の日本
に対する防衛義務と日本の米国に対する基地供与義務を課した。また，そ
の付属文書である岸・ハーター交換公文は，米軍の配置，装備，日本を起
点とした戦闘作戦行動についての重要な変更に関して，必ず日米で事前協
議を行うことを確認した。これで一応形式的には，日本の主権が毀損され
ない制度は整備されたとは言えるが，爾後 60 有余年，事前協議がなされ
た実例はなく，その実効性には深刻な疑義がある。
　さらに，新安保条約に基づく日米地位協定（1952 年発効の日米行政協定
を承継）は，在日米軍基地とそこにおける米軍に治外法権を与えている。
このこと自体は，米軍の日本に対する防衛義務の一環であると理解すれば，
米国と他の主要同盟国との取り決めにも見られることから，特段問題視す
る必要がないのかもしれない。しかし，我が国の刑事裁判管轄権は日本に
おける米軍人・軍属等の軍務以外での犯罪に対して十分に及ばない実態が
あり，本来ならば，地位協定の改正や補足・追加協定の締結を行うべきと
ころ，日米合同委員会の非公開議事録（したがって，事実上の密約）によ
る運用に終始しており，韓国，そして同じ敗戦国であるドイツとイタリア
と比しても相当不十分な状態にある

（11）

。
　さらに，対日戦を主導した戦勝国である米国が，日本に表立った戦争賠
償金・補償金も課さなかったことを考えれば，こうした恒久的な前方展開
軍事拠点

（12）

を日本に置くための制度面の整備・充実以上に，それを可能とす
る経済的，財政的基盤として日本を利活用するための制度の構築が重要で
あったと考えられる。
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　それを保障したのが，従来その重要性が余り注目されて来なかった日米
相互防衛援助協定（MDA 協定，昭和 29 年発効）である。形式的には日
米の相互義務となっているが，実質的に，日本が米国に対して「装備，資
材，役務その他の援助等」（第 1 条）を「その経済の一般的な条件及び能
力の許す範囲において」（前文）できる限り行う義務を負っている。したがっ
て，国民目線から見れば違和感があっても，在日米軍の駐留費用を支援す
る「思いやり予算」（新たな名称は，「同盟強靱化予算」）や湾岸戦争の支
援金 1 兆 1,700 億円（当時のレート 1 ドル 130 円で換算して 90 億ドル）は，
MDA 協定の趣旨に合致している。また，我が国の財務省と日銀が管理す
る外貨準備金で購入して来た巨額の米国債も，単に運用益を求めたもので
はなく，金に色は付いていないという諺通り，米軍事費の調達に資すると
考えれば，MDA 協定の趣旨に合致する。
　付言すれば，自衛隊法（昭和 29 年 6 月 9 日発効）の立法過程を見れば，
その法的根拠は新憲法にはなく，MDA 協定（昭和 29 年 5 月 1 日発効）に
ある。言うまでもなく，現憲法第 9 条は，我が国が個別的自衛権を有する
ことを否定しているわけではないが，さりとて自衛隊を保有することに対
する具体的根拠を与えているわけではない。なぜなら，第 9 条 2 項は，我
が国に陸海空軍その他の戦力を保有することを禁じているからである。他
方，MDA 協定は「日本国が攻撃的な脅威となり又は国際連合憲章の目的
及び原則に従って平和及び安全保障を増進すること以外に用いられるべき
軍備をもつことを常に避けつつ，直接及び間接の侵略に対する自国の防衛
のため漸増的に自ら責任を負う」（前文）と規定しており，ここに自衛隊
法の法的根拠がある。この文言によって，米国を含めた連合国に軍事的脅
威を及ぼしうる強力な軍隊に満たない限定的な防衛力を有する実力部隊の
保有のみが可能となる一方，米国は連合国による武装解除の結果，無防備
となった日本の防衛に必要なコストを負担することを回避できるようにな
り，今日に至っている。
　したがって，このような状況を虚心坦懐に見れば，我が国は明らかに実
質的に保障占領（guarantee occupation）の状態に置かれていると言える
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だろう。古典的な保障占領は，講和条約が発効し，交戦国間に平時の国際
関係が成立した後に，条約上の義務，例えば賠償支払義務，その他の条約
実施を確保するために義務国の一部または全部に行われる平時の占領であ
る

（13）

。例えば，日清戦争後の下関条約第 8 条に基づいた日本による威海衛占
領

（14）

，第 1 次大戦後のベルサイユ講和条約に基づいた連合国によるラインラ
ント占領

（15）

，ロシア内戦中の尼港事件（1920 年）後の我が国による北樺太占
領

（16）

，ムッソリーニ政権下のイタリアによるギリシャのコルフ島占領
（17）

などが
ある。日本の教訓となるのは，第二次世界大戦中の英国によるアイスラン
ド侵攻後，米国が行ったアイスランドの保障占領であろう。その背景には，
グリーランド，アイスランド，英国の間の北大西洋海域（所謂，GIUK ギャッ
プ）が高い地政学的価値を有しており，ドイツの手に落ちることを到底許
容できなかった事情があった

（18）

。同様に，日本の地政学的重要性を考えれば，
現在の米国は日米同盟が解消されて，日本が米中間で中立政策を取ること，
況や中国の影響下や支配下に置かれることは許容できないであろうことは
論を俟たない。
　もちろん，現在の日本は明示的に保障占領されているわけではないが，
既に分析したように実質的に講和条約の一部をなす新憲法（特に，前文及
び第 9 条）と日米安全保障条約（さらに，下位の関連協定等）によって，
厳しく軍備とその使用を制限されている。さらに，部隊配置，補給・兵站，
整備・修理等の点で，日本列島全体が米軍の前方展開基地となっている一
方，首都・東京を睨んで，その近郊の横須賀，厚木，横田に基地が存在す
る

（19）

。その上，MDA 協定によって，日本は 70 年以上に亘って，特に経済大
国になって以降，米国に対して経済的，財政的リソースを供与し続けてき
た。こ

（20）

のような観点から，日本は未だ主権を十分回復したとはとても言え
ないであろう。
　近年頓に米国覇権の凋落と国際政治の多極化が顕著になる中

（21）

，我が国が
置かれた実質的な保障占領状態が百年に達する 2045 年迄には，米国覇権
もそうした状態も終焉せざるを得ないとの展望に立たねばならないであろ
う。ポスト米国覇権の時代には，我が国は米国の軛から解放されるだけで
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はなく，皮肉にもその軛が齎した安逸からも放逐され，その結果，峻厳た
る独立自尊への試練に直面せざるを得ない。その要諦が，その移行過程に
おける安全保障面でのリスク管理であり，そのために第 9 条 2 項の制約を
如何に払拭することができるのか，さらに具体的に何をなすべきか，何を
なすべきでないのかにあることは，衆目の一致するところであろう。

4�．慣習法を重んじる政治文化的伝統の下では，改憲は容易ではない

　これまで，第 9 条を焦点とする改憲の動きは，世論レベルの議論こそ活
発になってきたものの

（22）

，正規の改正手続は遅々として進んでいない
（23）

。2010
年には，憲法改正手続に不可欠の国民投票法が施行されたものの，その後，
国会へ改憲案が提出されたこともない。確かに，北朝鮮の核武装，中国の
大軍拡，そしてロシアのウクライナ侵略と，我が国の安全保障環境が著し
く悪化した結果，自衛隊の受容など，安全保障に関する国民意識は従前と
比して相当改善されたとはいえ，依然として改憲に対する国民一般の積極
的支持が圧倒的多数を占めているとは言い難く，むしろ反対，抵抗感，違
和感が強い

（24）

。
　この背景には，冷戦下で国際秩序が安定したこと，さらに新憲法の掲げ
る「恒久平和主義」が広く国民に受容されているだけでなく，日本の歴史
的経験から見ても，広く国民に定着しやすいことは多言を要しない。我が
国は結局失敗した元寇と第二次大戦時の米軍以外，深刻な侵攻を被ったこ
とがない。ロシア帝国の脅威は日露戦争で日本海海戦と満州における陸戦
で撃退した一方，米国による占領で辛酸を嘗め尽くすという経験もなく，
再独立後は今日に至るまで日米同盟の下で復興，発展，繁栄を享受するこ
とができた。
　さらに，日本は慣習法を重視する政治文化が強く，憲法その他の基本的
な法を作為的に変更したことが殆どない。実際，新旧両憲法とも改憲され
たことはなく，結果的に見れば，事実上「不磨の大典」として扱われてき
た感が強い。実際，先の大戦後だけを見ても，主要国（米加仏独伊豪中韓）
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が国際環境や経済・社会の大きな変貌に対処するため，相当な改憲を行っ
てきた状況と対比すると

（25）

，我が国はむしろ例外或いは逸脱ケースと捉える
ことができる。我が国は，改憲ではなく，新憲法の枠組みの中で，判例の
積み重ね，既存法令の再解釈，既存法の改定，新法の制定そして解釈改憲
によって，対処してきたのである。
　本稿では紙幅の制約もあり，詳細は避けるが，このアプローチは特に安
全保障分野で顕著である。そもそも自衛隊の始まりである警察予備隊は新
憲法施行の 3 年後，朝鮮戦争の勃発後に発足した。自衛隊はその発足後も

「違憲」であるとの批判が繰り返されて来た
（26）

。これに対して，自衛隊は自
衛のために必要最小限の実力を有する組織であって，第 9 条 2 項にいう「戦
力」に当たらず，専守防衛に徹する政策方針を堅持することで同条 1 項に
いう「国権の発動たる戦争」や「武力行使または武力による威嚇」を行え
ないように歯止めを掛けてきた

（27）

。また，自衛隊と米軍との協力については，
米軍の武力行使と自衛隊の作戦活動が「一体化」しないように

（28）

，自衛隊が
米軍の後方支援活動に徹することとしたが，国際安全保障環境の悪化がそ
れを許さなくなると，自衛隊が米軍に対して限定的な集団的自衛権の行使
ができるように解釈改憲を行った

（29）

。この変容は，国連PKO協力法（1992年），
周辺事態安全確保法（1999 年）そして平和安全法制の整備（2015 年）と
国際平和支援法の制定（同年）の経緯と内容を見れば，明らかである。そ
の特徴は，第 9 条の形式的規範性を堅持した上で，現実的対応を阻む部分
に関しては法的制約を漸進的に空洞化させた点にある。
　しかも，この特徴は例外的に新憲法第 9 条にだけ見られるというもので
はなく，むしろ我が国の法制史の流れに歴然と存在する。つまり，英国で
はローマ法とコモン・ローの相克が存在するように

（30）

，日本には中国大陸式
の律令制と土着の封建制との相克が存在する。どちらの場合も，長い歴史
過程の中で土着の慣習法の伝統が優勢を占めるようになった。具体的に言
えば，我が国では平安時代中期には律令制の空洞化が始まり，鎌倉幕府が
慣習法や判例に基づき定めた貞永式目やその延長線上に構築された徳川幕
藩体制（特に，武家諸法度や禁中並公家諸法度）が統治の根幹をなした

（31）

。
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しかし，征夷大将軍の地位が天皇の権威に基づいていたことに象徴される
ように，律令制は形骸化されても廃止されたわけではなく，徳川幕府によ
る大政奉還後の明治維新は革命ではなく，形式的には律令制に基づく王政
復古と位置付けられた。要するに，律令制→武家政治（鎌倉，室町，江戸
幕府）→旧憲法→新憲法の流れには，形式的にも本質的にも連続性が存在
する

（32）

。
　したがって，第 9 条を焦点とした改憲は，一見，国際政治の現実に対処
するための正論に思えても，我が国の政治文化には馴染まず，非常に困難
である。仮に，実現できるとしても，長い時間を要し，現在想定されてい
る有事に対応するために十分な防衛力・防衛体制を整備するには間に合い
そうにはない。さらに，その過程で改憲案を巡って理性に基づく正論と伝
統的な通念に則した定説で国論が割れれば，却って我が国の安全保障は危
うくなる虞が排除できない。それでは，どうすればよいのだろうか。

5．今後の展望と対処を考える

　以上の分析を纏めれば，「日本国憲法」の正体はその名称にも拘わらず，
講和条約の一部であり，日米安保条約体制との組み合わせで，我が国は実
質的に米国による保障占領の状態に置かれている。
　新憲法は米国主導の連合国による占領の下で制定されたものであるが，
その最大の特徴は，再び日本が連合国による戦後国際秩序に挑戦しないよ
うに，我が国の国内秩序を恒久的な平時体制に固定化したことにある。そ
こには，国家の生存を確保するための有事の概念・制度がなく，国家緊急・
危機事態に対処する条項・手続が存在しない

（33）

。したがって，第 9 条 2 項を
削除する改憲は埋め込まれた制度的拘束の下では極めて困難であり，事実
上不可能であると言っても過言ではない。それゆえ，ゴリ押ししても，改
憲に対する抵抗と要する時間のために，却って逆効果になるリスクが極め
て高い。実際，改憲の動きは数十年来，千日手の状況に陥ってきたし，そ
れから抜け出そうと藻掻いて，現在の第 9 条 1・2 項をそのまま残した上で，
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2 項に自衛隊を明記する自由民主党改憲案（2018 年）など
（34）

，却って呪縛を
強める展開となってしまった。
　確かに，昨今の中国，ロシア，北朝鮮が及ぼす軍事的脅威とウクライナ
戦争勃発後の国連安保理の機能不全に鑑みれば，新憲法の前文が想定した

「平和を維持し，専制と隷従，圧迫と辺境を地上から永遠に除去しようと
してゐる国際社会」の存在や「平和を愛する諸国民の公正と信義して，わ
れらの安全と信義を保持」する方針に到底首肯などできはしない。しかし，
世論は多分にそうした「恒久平和主義」をかなり受容したままである。
　したがって，こうした呪縛から圧倒的多数の国民を解放するためには，
極めて強烈なショックによる危機意識の高まりと世論の大転換が必要とな
る。具体的には，新憲法に対する世論の受容を齎した，東京，大阪その他
の主要都市に対する無差別爆撃，原爆投下，ソ連の参戦，占領の一連の出
来事に相当する衝撃によってのみ可能となるであろう。もちろん，そうし
た阿鼻叫喚の様相や時期を具体的に予見することはできないが，少なくと
も，敵性国からのミサイル攻撃，サイバー攻撃やゲリラ攻撃による経済社
会インフラの破壊，さらには様々な状況と連動した危機的状況を含むであ
ろうことは容易に想像できる。
　要するに，改憲を実現するには，本稿で提示した基本認識を共有した上
で，粛々と覚悟を固めつつ腹案を練り，茫然自失或いは周章狼狽の状態に
陥った国民と政治指導者，特に時の政権トップに対して，決定的なタイミ
ングでその腹案を示せばよいのである。
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